


順位 人口

1 横 浜 市 3,745,796

2 大 阪 市 2,714,484

3 名古屋市 2,294,362

4 札 幌 市 1,955,457

5 福 岡 市 1,540,923

6 神 戸 市 1,538,025

7 川 崎 市 1,500,460

8 京 都 市 1,412,570

9 さいたま市 1,302,256

10 広 島 市 1,196,138

・

・

81 四日市市 312,168

市区町村名

出典：東洋経済 都市データバック2020
2019年1月1日時点

（対象：市、特別区、町村 1,741自治体）



出典：東洋経済 都市データバック2020
2018年度

（対象：市、町村 1,718自治体）順位 財政力指数

1 飛 島 村 2.18

2 六ケ所村 1.74

3 泊村 1.65

4 大熊町 1.64

5 軽井沢町 1.56

6 山中湖村 1.54

7 浦安市 1.52

8 武蔵野市 1.52

9 みよし市 1.50

10 豊田市 1.49

・

・

47 四日市市 1.07

市区町村名



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個人市民税】 

平成 20年秋のリーマンショックに端を発した世界同時不況により、平成 21年度に 191億円あっ

た個人市民税の税収は、平成 22年度及び平成 23年度には 173億円へと大幅に減少しましたが、そ

の後は緩やかに回復してきました。令和元年度は、給与所得者の納税義務者数や平均年収の増加によ

り 8億円の増収となり、リーマンショック前の水準を大きく上回る過去最高の税収となりました。 

 

【法人市民税】 

リーマンショックに端を発した世界同時不況により、平成 20年度に 76億円あった法人市民税の税

収は、平成 21年度には 39億円へと大幅に減少しましたが、その後は企業業績の回復により緩やかな

増加傾向にありました。平成 30年度には、大規模法人の会社分割・売却・合併に伴う決算による税

額が生じた特殊要因などから、一時的に 67億円の大幅な増収となりましたが、令和元年度は、平成

30年度の特殊要因がなくなったことに加え、米中貿易摩擦による世界的な景気減速の影響を受け

て、製造業を中心に業績が悪化したことなどから、70億円の大幅な減収となりました。 

 

 

 

173 173 182 184 186 188 191 193 199 207 

52 56 55 54 58 58 50 
65 

132 

62 

87 87 86 84 85 83 82 
82 

82 

82 

90 93 86 88 90 89 92 
95 

94 

98 

136 130 131 117 116 123 137 

151 

183 

235 
20 23 23 

25 
24 24 

23 

22 

22 22 

2 
25 28 

27 28 29 
31 

33 

38 34 

26 

26 25 
25 25 25 

25 

26 

25 26 

8 

6 5 
7 7 6 

8 

8 

8 9 

594 

619 621 
611 619 

625 
639 

675 

783 
775 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

億円

年度

市税収入額の推移

その他

都市計画税

事業所税

市たばこ税

固定資産税（償却資産）

固定資産税（家屋）

固定資産税（土地）

法人市民税

個人市民税

４．市税の推移 

令和元年度は、償却資産に係る固定資産税が前年度と比べて 52億円の大幅な増収となっ

たほか、個人市民税等も増収となりましたが、法人市民税において 70億円の大幅な減収と

なったことなどから、市税収入全体では前年度比 1.0％減の 775億円となりました。 

収納率については、前年度と同率となり、過去最高となった昭和 51年度の 98.5％に次ぐ

98.4％となりました。 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 

＊ 印は過去最高額 

＊ 

＊ 



○普通交付税・特別交付税の推移                             （単位：億円） 
 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

普通交付税 16.5 19.4 18.6 20.9 17.5 15.9 7.0 4.9 2.7 0.8 

 一本算定 14.3 5.1 3.7 7.0 4.1 3.3 0 0 0 0 

合併算定替（特例措置） 2.2 14.3 14.9 13.9 13.4 12.6 7.0 4.9 2.7 0.8 

臨時財政対策債振替額 44.9 30.7 25.6 31.8 27.1 19.7 2.1 1.1 0.6 0.2 

  実発行額 37.9 21.9 15.9 24.6 6.9 10.3 0 0 0 0 

特別交付税 8.4 8.7 9.0 8.1 8.0 7.6 5.8 5.6 5.5 5.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本市の基準財政需要額・基準財政収入額の動向について】 

 基準財政需要額（※1）は、高齢者人口の増加に伴う社会保障関係経費の増などにより増加傾向にあ

りましたが、近年は、地方債の償還が進んで公債費が減少していることなどから、ほぼ横ばいとなって

います。 

基準財政収入額（※2）は、市税及び地方譲与税等の収入に連動して増減しています。令和元年度は、

好調な市税収入などにより、平成 28 年度から４年連続して、基準財政需要額を上回ることとなりまし

た。 
 

（※1）基準財政需要額とは、地方公共団体の標準的な財政需要のうち、国庫支出金等の特定財源を除いた

一般財源額を示すものです。 
 

（※2）基準財政収入額とは、直近の市税の調定実績及び地方譲与税等を基礎とし、市税については 75％相

当額、地方譲与税等については 100％相当額を合計した額です。 
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四日市市役所



道路状況図



市内鉄道網の状況

近鉄四日市駅

JR四日市駅

三岐鉄道三岐線

近鉄湯の山線
近鉄名古屋線

四日市あすなろう鉄道八王子線

四日市あすなろう鉄道内部線

ＪＲ関西本線

1
７路線 【鉄道駅：３５駅】 伊勢鉄道


